
法　務　省

7,995 百万円

・ 6,187 百万円

・ 1,789 百万円

・ 19 百万円

養育費や面会交流等の制度を見直す法改正に向けた実証的調査研究等の実施

23,069 百万円

・ 12,841 百万円
法務省施設の耐震化・老朽化対策の推進による国土強靱化対策の加速

・ 6,616 百万円
矯正施設の保安警備力強化による国土強靱化対策の加速

・ 3,612 百万円
各種犯罪に対し厳正・迅速に対応するための捜査・公判体制等の強化

百万円

・ 99 百万円

総額 百万円

（注1）上記には「政府情報システム経費（デジタル庁一括計上経費）」が含まれている。

（注2）百万円単位で四捨五入していることから，一部整合しない場合がある。

令和３年度補正予算について

Ⅱ

Ⅰ

Ⅲ

法務省施設の防災・減災対策の強化

矯正施設の総合警備システム等警備機器の更新整備等

国民の安全・安心の確保に向けた各種体制の強化

法務行政のデジタル化の推進

経済安全保障関連情報収集・分析・共有の基盤整備

社会経済情勢の変化に対応するための民事基本法制
の整備等の推進

31,163

99ウィズコロナ下での人権擁護活動等の強化

新しい資本主義の実現に向けた法務行政の
デジタルインフラの整備等

命を守る防災・減災，国土強靱化の推進と
安全・安心の確保

新型コロナ感染症対策人権啓発事業等

在留資格認定証明書の電子化や行政機関間の情報連携等，更なる行政の
デジタル化を推進

ワクチン接種をめぐる偏見・差別等，感染症に起因する人権侵害防止の
ための取組強化

経済安全保障分野における情報収集・分析基盤等の整備によるインテリ
ジェンス能力の強化


